
事務事業評価の評価結果について（平成27年度の事業に対する評価）

市民部 評価：４＝できている　３＝概ねできている　２＝課題克服が必要　１＝未着手状況　　

指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成28年度
以降の事業
の方向性

所見

市民課
戸籍住民
記録事業

　市民にとって最も身近な窓口
業務として、市民に満足いただ
ける行政サービスを提供するた
め、正確かつ迅速な事務を行う
とともに市民ニーズに対応した
効率的な業務を推進します。

担当職員の研
修及び情報共
有の場の設
定。民間委託
業者との意見
交換の場の設
定

　市民に満足いただく
サービスを提供できるよ
う、窓口事務を担当する
本庁、総合支所、出張所
の職員に研修等を行い、
情報の共有化と課題の早
期発見・解決を図りま
す。また、本庁市民課窓
口の民間委託業者と意見
交換を行う場を持つこと
により、業務の現状と課
題を把握し、業務改善に
つなげる取りくみを推進
します。

延べ30回 20回

　本庁、総合支所、
出張所との情報共有
により、正確かつ迅
速な事務を行う。

①本庁市民課職員の研修
   の開催…12回
②総合支所の研修、意見
   交換の開催…2回
③津地域出張所長会議で
 の研修意見聴取等 …4回
④民間委託業者との意見
    交換の開催…12回
　研修等を行うことで、
業務の現状と課題を把握
し、理解を高めることに
より、市民ニーズへの対
応と満足度向上を図るこ
とができました。

3

　本庁、各総合支所及び
各出張所等において、市
民に一番身近な戸籍や住
民異動の届出手続きや各
種証明書の受付・交付等
について、手続きに係る
情報共有に努め、正確か
つ迅速に事務を行いまし
た。
　マイナンバーカードに
係る事務については、予
約制を導入し、窓口交付
の混在を回避することが
できましたが、１日当た
りの交付枚数が限られて
くるためカードの納品に
対する交付率が伸びてい
ないのが現状です。職員
の配置や交付窓口を増や
すなどの検討が必要と
なっています。

現状維持

　本庁、各総合支所及び
各出張所等において、安
定した市民サービスの提
供を図りました。戸籍事
務等における窓口業務に
ついて、今後とも、更な
る質の高い安定した市民
サービスを提供していく
と共に、平成２８年２月
から交付開始したマイナ
ンバーカード事務につい
ては、交付率の向上に努
めていきます。また、職
員の資質向上を図るため
定期的に研修等を行って
いきます。

市民課
斎場業務
管理運営
事業

　市民ニーズに対応した質の高
いサービスを提供するため、津
市斎場いつくしみの杜の適正な
管理運営を行います。また、美
杉地域火葬場についても、適正
な維持管理・運営を行います。

いつくしみの
杜の円滑な業
務運営及び旧
斎場の解体

　指定管理者によるいつ
くしみの杜の管理運営に
おいて、モニタリングを
適正に実施し、サービス
水準の維持向上に努めま
す。

24回 24回

　いつくしみの杜に
おいて、市民ニーズ
に対応した質の高い
サービス提供に努め
るとともに、効率的
な施設運営を図りま
した。

・定期モニタリング
　　　　　　月１回
・随時モニタリング
　　　　　　 月１回

　モニタリングの実績を
積み重ねることで、より
一層適切な施設の維持管
理、運営を図ることがで
きました。

4

　いつくしみの杜におい
て、市民ニーズに対応し
た質の高いサービス提供
に努めるとともに、効率
的な施設運営を図ること
ができました。
　また、旧斎場（津・香
良洲）の解体及び新斎場
進入路の拡幅工事を行う
ことができました。

現状維持

　現地確認を含むモニタ
リングを適正に実施し、
斎場業務のサービス水準
の維持向上を図ると共に
更なる市民ニーズに対応
した質の高いサービス提
供に努めます。

市民交流課
市民生活
事業

　津市犯罪のない安全・安心な
まちづくり基本計画に基づき、
市民の防犯及び消費生活に対す
る意識の高揚を図ることにより
安全で安心な地域社会を実現し
ます。

市民の治安に
関する認識

市政アンケートにおける
「津市の治安に関する認
識」で「良い」および
「どちらかといえば良
い」と回答した割合（平
成２６年度～）

50% 66%

　津市犯罪のない安全・
安心なまちづくり基本計
画に基づき、防犯対策な
ど各種施策を行い、犯罪
のない安全・安心なまち
づくりを推進します。

4

　自治会が設置するＬＥ
Ｄ防犯灯に対し補助金を
交付するとともに、集落
間の通学路等危険な場所
へ環境に配慮したＬＥＤ
防犯灯を集落間防犯灯を
設置しました。
　また、津市防犯協会の
各支部において積極的な
啓蒙活動が行われ、市民
の安全と防犯に対する意
識の高揚を図ることがで
きました。津市が設置す
る公の施設からの暴力団
排除措置要領運用協定書
に基づき、あらゆる暴力
及び暴力団の排除に向け
た体制づくりが進んでい
ます。

拡充・充
実

　自治会のＬＥＤ型防犯
灯設置を推進し、集落間
防犯灯の整備も継続して
行っていきます。消費生
活センターの機能強化に
努め、また、暴力団排除
のための市民の暴力追放
の意識向上を図るなど事
業の推進に努めました。
今後も基本計画に基づき
事業を推進していきま
す。

課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成27年度） 事業の評価 所管課長等による評価
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市民交流課 計量事業

　安心な消費生活の確保を図る
ため、計量法に基づき取引や証
明に使用される特定計量器の定
期検査を行います。

　特定計量器
検査未受検台
数

　廃業等で対象の台数そ
のものが減少し、適正に
検査を行っても検査台数
が減ることもあるため、
計量器の適正な管理につ
いてのより正確な指標と
して、津市計量検査所で
台帳把握した特定計量器
のうち、定期検査を受検
しなかった台数（不使
用・廃業など検査不要と
確認できたものは除く）
を成果指標とします。
（平成26年度～）

0台 22台

　特定計量器検査未受検
の事業所に対して、追加
検査の案内をするなどし
て未受検台数をなくしま
す。

4

　定期検査の的確な実施
により、特定計量器の適
正な管理を行うことがで
きました。

現状維持
　計量法に基づく検査を
実施し、特定計量器を適
正に管理していきます。

市民交流課

会館、市
民セン
ター管理
運営事業

市民の交流やコミュニティ活動
の支援を行とともに、施設の適
正な管理運営に努めます。

　利用者数

　橋南市民センターほか
３市民センター、橋南会
館ほか５会館及び贄崎地
区防災コミュニティセン
ターの利用者年間延べ人
数を指標とします。

179,000
人

184,524
人

会館
　７館 91,000人

市民センター
　４館 88,000人

　適切な施設管理・運営
の結果、市民の交流やコ
ミュニティ活動の場とし
て、安定した施設利用が
続いています。

4

　会館、市民センター等
施設の適切な維持管理を
行うことで、市民に交流
やコミュニティ活動の場
を提供することができま
した。　南が丘会館別棟
が平成27年3月に完成
し、地域の方々の新たな
コミュニティ活動の場と
して多くの活用が始け、
より一層の利用が図れま
した。

現状維持

　市民の交流施設とし
て、適正な維持管理を
行っていきます。平成２
８年度には豊が丘会館別
館新築に向けた地質調査
及び実施設計を予定して
おり、より一層のコミュ
ニティ活動の場の提供に
より、地域活動の推進と
利用が見込まれます。

市民交流課
国際交流
一般事業

　地域国際交流協会との連携事
業や国際交流団体への補助の実
施等により、市民主体の国際交
流活動の促進に努めます。

国際交流ボラ
ンティアバン
クへの登録者
数

　国際交流事業補助金等
の交付を通じて市民主体
による国際交流事業を推
進する他、適正な執行の
確認を強化します。

100人 85人

　市民の国際感覚の育成
を図り、国際交流ボラン
ティアバンクへの登録者
数の増加を目指していく
とともに、その活用に努
めます。

3

　津市国際交流協会との
連携や国際交流団体事業
への補助及び国際交流推
進基金の適正な管理運営
により、市民の国際交流
活動への参画を促進する
ことができました。

現状維持

　市民参画を主体とした
国際交流事業の実施・充
実を図るとともに、従来
事業の見直し、合理化等
につとめさらなる拡充を
図ります。

市民交流課
姉妹・友
好都市交
流事業

　姉妹都市（オザスコ市）及び
友好都市（鎮江市）との交流を
通じ、市民の姉妹友好都市につ
いての認識と、国際交流意識の
高揚に努めます。

姉妹・友好都
市交流事業の
実施

　姉妹・友好都市交流事
業に係る交流事業実施の
延べ回数を指標としま
す。

1回 1回

　平成２８年度にオ
ザスコ市との姉妹都
市提携４０周年を迎
えることから、記念
事業実施に向けた準
備及び連絡調整を行
う。
　鎮江市との交流事
業については従来の
事業見直しも含め、
交流事業の内容の拡
充を図ります。

【オザスコ市】訪問団招
聘については相手方の都
合により実現しませんで
したが、平成２８年度の
４０周年に向けて引き続
き相手方と調整を行いま
す。
【鎮江市】「鎮江市友好
代表団」「鎮江市経済友
好代表団」を招聘

3

　オザスコ市（ブラジ
ル）とは周年事業実施に
向けた連絡調整を行い、
鎮江市（中国）とは、従
来の事業の見直しを進め
るとともに、「鎮江市友
好代表団」「鎮江市経済
友好代表団」の受入及び
交流事業を通じて互いの
市民同士の交流を深めま
した。

現状維持

　姉妹友好都市との周年
記念事業の実施に向けた
連絡調整及び準備を行う
他、さらなる友好交流の
拡充に向けた新たな形態
での交流事業や従前事業
の見直しを行います。ま
た、引き続き事業に関す
る市民への周知を行って
いきます。

市民交流課
国内交流
事業

　国内友好都市（上富良野
町）、その他交流都市（日本三
津交流、藤堂高虎公ゆかりの
地）を対象とし、国内友好都市
やその他交流都市との交流事業
の実施により、都市間の交流を
深めます。

国内交流都市
との交流事業
の実施

　国内交流都市（北海道
上富良野町、三津交流、
藤堂高虎公ゆかりの地）
との交流事業実施の有無
を指標とします。

国内交流都市との交
流事業の実施

今後予定されている事業
に向けた準備及び調整
【平成28年度】
・新津市誕生１０周年記
念第９回高虎サミットin
津
【平成29年度】
・上富良野町友好都市提
携締結20周年事業
・日本三津交流会議30周
年事業

3

　各交流都市関係者が津
まつりその他市内開催事
業に参加いただいたこと
で交流を深めることがで
きました。
　平成２８年１１月に開
催を予定している「新津
市誕生１０周年記念　第
９回高虎サミットin津」
事業の開催準備のため実
行委員会を立ち上げまし
た。

現状維持

　平成２８年度に高虎サ
ミット事業、２９年度に
おいて友好都市及び日本
三津交流会議の周年事業
等が予定されていること
から、今後も各交流都市
関係者との連絡を密にす
るとともに、事業開催に
向けた準備及び市民への
周知を図ります。
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市民交流課
多文化共
生事業

多文化共生に関する事業を実施
し、日本人住民と外国人住民が
地域で共生できる環境づくりを
図ります。また、未だ厳しい社
会情勢の中で、外国人住民への
生活支援や生活相談を行うこと
により、外国人住民の地域社会
での安定した生活を支援しま
す。

外国人住民生
活相談件数

　平成27年度から外国人
住民相談の件数を延べ件
数に変更します。

900件 2,295件

　外国人住民に係る生活
相談を通して、誰にとっ
ても住みやすい多文化共
生のまちづくりに努めま
す。

3

　外国人住民の相談や支
援を通して、日本社会に
ついての理解を深められ
るよう啓発を行った。

現状維持

　相談業務を通して、外
国人住民が地域社会の一
員として、日本人住民と
共生し豊かにくらせるよ
う努めるとともに、多様
性が活かされる多文化共
生のまちづくりに取り組
みます。

市民交流課
交通安全
対策事業

　交通事故防止のために、交通
安全施設の更新等を促進すると
ともに、津市交通安全対策会議
を通じて、交通安全運動の推
進、交通教育プロバイダによる
幼児・児童等に対する交通安全
教育等を実施します。
　津市交通遊園では、交通安全
学習促進のために交通遊具の貸
出及び維持管理業務を行いま
す。

交通事故死傷
者数

　安全安心な交通社会の
実現のため、交通事故死
傷者数を減少させます。

0人 1,400人

　交通事故防止のために
は、関係機関・団体と連
携を密にして、本事業を
継続していくことで、市
民の交通安全意識の高揚
に努め、交通事故を防止
します。

3

　計画に基づいた事業を
行った結果、交通事故死
死傷者数を前年比約１
７．９％減少（－３６１
人）させることができま
した。

拡充・充
実

　関係機関・団体と連携
を密にした各種交通安全
活動の充実、市民の交通
安全意識の高揚と交通マ
ナーの向上を図った結
果、交通事故死傷者が減
少したことから、今後も
拡大と充実の向上を図っ
ていきます。

市民交流課
放置自転
車管理事
業

　放置禁止区域や公共の場所に
おける自転車等の放置を防止
し、安全で円滑な交通の維持並
びに良好な環境の確保及びその
機能の低下防止を図ります。

　放置禁止区
域などにおけ
る放置自転車
数

　放置禁止区域や公共の
場所における自転車等の
撤去を行うことにより、
安全で円滑な交通の維持
並びに良好な交通環境の
確保及びその機能の低下
防止を図ります。

2,000台 1,349台

　放置禁止区域にお
ける放置自転車等の
皆無及び公共自転車
駐車場における長期
放置自転車等の皆無

　一部の駐輪場について
は、収容台数を超過して
いることから、有料駐輪
場の設備の充実を図りま
す。

4

　市内主要駅周辺等にお
ける放置自転車対策を実
施することにより、交通
の安全確保を図るととも
に公共施設等における良
好な環境づくりに資する
ことができました。

拡充・充
実

　関係機関等の協力によ
り、自主的な放置自転車
等対策が実施され、マ
ナーの改善も見られます
が、一部の施設において
収容台数を超えているこ
とから、駐輪場の利用状
況を調査し、適正な運用
が図れるよう検討しま
す。

地域連携課
　自治会
関係事業

　住みよい地域社会を形成して
いくために、地域住民が親睦や
交流を通じて連帯感を培い、地
域の課題解決に取り組む自治会
活動を支援します。

自治会と行政
の互いに自立
した立場での
協働の促進

　自治会と行政が互いに
自立した立場での協働を
進めるため、自治会活動
の自主的な運営への取組
を促します。

　個々の自治会の自
主的な活動を支援
し、自治会からの相
談については相手の
立場に寄り添った対
応を行い、時代に
あった自治会と行政
の協働体制を整えて
いきます。

　新しく就任した自治会
長を含む全ての自治会長
が、補助又は交付申請に
ついて、わかりやすく説
明するために他部署と連
携して説明会を設けると
ともに、複数の課に関連
する要望や意見について
調整を行い、自治会から
の要望や相談に対応しま
した。

4

　町自治会交付金などの
交付により、自治会活
動、地域コミュニティ活
動の推進を図りました。
　また、自治会からの要
望や要請、相談に対し、
関係各課と依頼・調整等
を行い即答・即応に努め
ました。

現状維持

　自治会と行政の協働体
制を整えるため、引き続
き自治会活動に対する支
援を行っていきますが、
自治会交付金のあり方や
対象経費については見直
していきます。
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指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成28年度
以降の事業
の方向性

所見
課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成27年度） 事業の評価 所管課長等による評価

地域連携課
市民活動
推進事業

　津市市民活動センターを中心
に、地域の課題解決に向けた市
民活動団体等を支援し、その活
動環境（場、機会、情報提供）
を充実することで、市民活動団
体の掘り起こしと新たな活動へ
の広がりを支援します。

市民活動団体
への活動支援

市民活動センターでの活
動団体数

380団体 365団体
　地域課題の解決に
向け活動する市民活
動を促進します。

　市民による自主的で営
利を目的としない活動団
体等の活動の場として市
民活動センターを設置
し、団体等の活動を促進
するとともに、各団体間
の交流の場としても活用
を図りました。

3

　津市市民活動センター
の施設管理により、市民
団体の活動を促進し、活
動と交流の場の提供を行
い、各団体の相談窓口や
情報発信を行いました。
　また、公益的な活動に
自主的に取り組む自治会
や市民活動団体等を対象
に、活動に要する経費に
対して、市民活動推進事
業交付金として支援を行
いました。

拡充・充
実

　津市市民活動センター
を活用し、各団体間の交
流の場として提供し、多
様な市民活動の促進を図
りました。
　また、市民活動推進事
業（市民セレクション）
において、これから新し
い団体、新しい事業を生
み出そうとする市民活動
団体の活動のニーズに対
応し、円滑な活動を支援
することで、多くの団体
が安定して活動に取り組
めるよう支援しました。

地域連携課
広聴相談
事業

　　市民の意見や要望を幅広く
聴きながら、市民の意識及び要
望等を市政に反映させていきま
す。

　市政に対す
る要望等への
対応

　市民の声などの回答
ルールである「受付後１
週間以内に現状把握、
１ヶ月以内に応答」につ
いて進行管理を適正に
行っていきます。

　市民の要望等に即
答、即応し実現する
ため、市民の声など
の回答ルールである
「受付後１週間以内
に現状把握、１ヶ月
以内に応答」を徹底
していきます。

　市民の要望等に即答、
即応し実現するため、市
民の声などの回答ルール
である「受付後１週間以
内に現状把握、１ヶ月以
内に応答」を周知してい
きます。

4

　市民の声や自治会から
の要望・意見の窓口とし
て、迅速に対応できるよ
う関係部局に依頼するな
どの調整を行い、進捗管
理のために市民の意見・
要望等管理システムを導
入しました。
　市民に対して、法律の
専門家等による各種相談
事業を実施し、市民が抱
えている様々な問題の解
決や解消に向けた相談が
できる機会を提供しまし
た。
　地域懇談会を市内３７
地区（計３７回）を開催
しました。

拡充・充
実

　「市民の声」や「自治
会の要望」等を受け止
め、関係部局への依頼を
迅速に行い、その進捗状
況を適正管理することで
市政の運営に役立ててい
きます。
　また、引き続き地域懇
談会を開催し、地域課題
や意見を伺うとともに、
地域要望の実現に向けて
少しでも前に進めていき
ます。
　また、寄せられた意見
などの進捗状況を一元管
理し、回答遅れや対応の
遅れなどがないかを確認
するため、市民の意見・
要望等管理システムを活
用していきます。

地域連携課
出張所管
理運営事
業

　地域住民に対する適切な行政
サービス提供のため、出張所施
設の適切な維持管理、業務の円
滑な運営に努めます。

出張所の効率
的運用

　市民サービスを維持し
つつ効率的管理運用に努
めることを指標としま
す。

　市民サービスを維
持しつつ効率的な管
理運用を図ります。

　各出張所において迅速
かつ適正な市民サービス
を提供することができま
した。

4
　施設の適正な維持管理
とともに、円滑な運営を
図ることができました。

現状維持

　引き続き住民サービス
に応えていくよう、出張
所の管理・運営を進めま
す。
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指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
平成28年度
以降の事業
の方向性

所見
課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成27年度） 事業の評価 所管課長等による評価

地域連携課

地域かが
やきプロ
グラム事
業

 東部（津・久居東・河芸・香良
洲）、北部（安濃・芸濃・美
里）、中部（久居西・一志・白
山）、南部（美杉）の４つのエ
リアにおいて、地域住民が考え
る地域のあり方を踏まえるとと
もに、それぞれのエリア特性や
資源を生かしながら、個性が輝
く地域づくりを進めるための事
業を実施します。

　津地域では、市の政治、文
化、経済の中心的エリアとし
て、産業活動や市民活動の拠点
を活かした地域づくり、市民、
企業、大学等高等教育機関との
連携による地域活動の活性化や
歴史文化を活かした賑わい創
出、地域コミュニティを担う人
材や地域で主体的に行動する人
材の育成などにより、地域連携
による交流のまちづくりを目指
します。

実施事業数

　東部エリアにおける津
地域の振興を図るため、
実施事業数を指標としま
す。

2事業 2事業

　東日本の復興を目的と
した津・河芸・香良洲地
域連携「地域と人と絆づ
くり」イベント事業を特
化して実施しました。
　一身田寺内町まつり事
業についてはこれまでに
引き続き実施しました。

4

　一身田寺内町まつり事
業、津・河芸・香良洲地
域連携「地域と人と絆づ
くり」イベント事業の２
事業を実施し、東部エリ
アの特性を活かした地域
振興を図ることができま
した。
　平成２８年度は、さら
にエリア特性や資源を活
かした地域振興が行える
よう、各地域が連携した
事業に取り組みます。

現状維持

　関係各課等と事業につ
いて協議検討した結果、
一身田寺内町まつり事
業、津・河芸・香良洲地
域連携「地域と人と絆づ
くり」イベント事業につ
いては引き続き実施して
いきます。

地域連携課
地域イン
フラ維持
事業

　道路、河川、公園及び交通安
全施設等、地域インフラの維持
修繕に関し、総合支所長の権限
のもと、当該総合支所の予算管
理（財源）においてフレキシブ
ルに即時対応します。
　また、各総合支所管内の道
路、河川、公園及び交通安全施
設等に係る維持修繕及び単価契
約等の委託業務に係る技術的な
援助を行うため、総合支所と工
事事務所が連携し、住民要望へ
の迅速な対応を図ります。

事業費執行率
　より多くの要望を迅速
に対応するため、事業費
執行率を指標とします。

80% 100%

久居　100％
河芸　100％
芸濃　100％
美里　100％
安濃　100％
香良洲　100％
一志　100％
白山　100％
美杉　100％
　一部の地域間で流用を
行い、地域要望に対応を
しました。

4

　平成２７年度は三年目
となり、総合支所長連絡
調整会議などにおいて情
報交換、情報共有しなが
ら、新たな改善について
検討を重ね取り組みまし
た。総合支所に権限と財
源があることで、要望を
総合支所で受け取ること
ができ、総合支所長が直
接優先順位の高いものか
ら施工することができる
ことから時間の短縮が図
れ、地域要望を早期に実
現することができるよう
になりました。

拡充・充
実

　平成２７年度の実施状
況を踏まえ、今後も毎月
の総合支所長連絡調整会
議などで情報交換や情報
共有をしながら、より良
い形で事業を進めていけ
るよう、更なる改善を検
討しながら取り組みま
す。

地域連携課
地域イン
フラ補修
事業

　地域における即答・即応の更
なる対応が求められる案件に、
より一層迅速かつ直接的に、し
かも柔軟に対応し、身近な地域
の課題や要望の早期解決を図る
ため、地域への原材料の支給
や、総合支所職員（技能員等）
等により各総合支所管内におけ
る公共施設等の簡易な補修、修
繕等に係る地域要望への迅速な
対応を実現します。

事業費執行率
　より多くの要望を迅速
に対応するため、事業費
執行率を指標とします。

80% 99%

久居　99.7％
河芸　97.3％
芸濃　99.6％
美里　99.7％
安濃　100％
香良洲　97.2％
一志　98.2％
白山　99.4％
美杉　99.8％
　各地区においてほぼ全
額執行し、地域要望に対
応しました。

4

　市民に身近な地域要望
について、人員の増員及
び予算の増額により多く
の要望に迅速に対応する
ことができ、地域からも
迅速な対応に対して好意
的な意見をいただきまし
た。

現状維持

　今後も、毎月の総合支
所長連絡調整会議などで
情報交換や情報共有をし
ながら、より多くの要望
に即答・即応するため
に、その実績を踏まえ、
更なる改善を検討しなが
ら取り組みます。
　なお、予算について
は、平成25年度は初年度
であったため、各総合支
所には初動の予算を計上
し、本庁（当課）の予算
は各地域の執行状況に応
じて、総合支所長が配分
を決定することとしまし
たが、平成26年度からは
当初から全額を各総合支
所に計上しています。
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指標名 指標設定の考え方 目標値 実績値 数値以外の目標 目標に対する実績等の分析 評価 所見
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の方向性

所見
課等名 中事業名 事業の目的

成果指標（平成27年度） 事業の評価 所管課長等による評価

地域連携課
地域政策
事務事業

 地域振興に係る視察や地域振興
に資する団体等等の情報交換等
を通じて地域振興に関する情報
収集を行うとともに、地域振興
のためのふるさと振興基金の管
理・運用等を行い、今後の地域
振興業務を円滑に行うための経
費を執行し、管理運営に努めま
す。
（※平成27年度より組織改編に
伴い、これまで地域審議会事業
に含まれていたもののうち地域
連携課が所管するものについて
新たに地域政策事務事業として
創設。）

地域振興の事
務経費の効率
的執行

　地域振興の事務経費に
ついて、円滑な運営と効
率的執行を図ります。

　地域振興を支援す
る業務を遂行できる
ようにします。

　先進事例研修の受講、
先進地視察を通じ、地域
振興支援業務における行
政の係わりについて意見
を徴取しました。

4

　地域振興に係る視察や
地域振興に資する団体等
等の情報交換等を通じて
地域振興に関する情報収
集を行うとともに、地域
振興のためのふるさと振
興基金の管理・運用等を
行い、今後の地域振興業
務を円滑に行うための経
費を執行し、管理運営に
努めました。

現状維持

　平成27年度からの事業
のため、地域振興に資す
る団体等の情報交換等の
着手にやや遅れがみられ
ました。今年度はすみや
かに着手し、地域振興業
務を円滑に行うための経
費を執行し、管理運営に
努めます。

人権課
人権推進
事業

一人ひとりの人権が尊重される
明るく住みよい社会の実現を図
ります

人権講演会、
市民人権講
座、職員人権
研修会への参
加者数

　市民及び職員双方の、
人権感覚の醸成、人権意
識の高揚につなげる為、
人権講演会、市民人権講
座、職員人権研修会への
参加者数を増やしていき
ます。

3,500人 4,233人

　職員人権研修会を、６
回に増やし、研修会場を
リージョンお城ホール、
しらさぎホールの大会場
で開催したことにより、
職員の参加、意識の高揚
に繋がった。

4

　人権が尊重される津市
の実現にむけて、津市人
権施策基本方針に基づ
き、人権施策の総合的な
推進を図るため、啓発事
業を中心としたさまざま
な人権施策を実施しまし
た。さまざまな人権問題
の解決にその特効薬はな
いことから、各種人権施
策を継続的に粘り強く取
り組んでいく必要があ
る。あらゆる年代の人、
地域、学校、職場、企業
など関係機関と連携・協
力し各施策をさらに進め
ていく必要があります。

現状維持

　人権問題の解決を図る
には、誰もがさまざまな
人権問題について、認識
を深めることが重要であ
り、したがって粘り強い
人権啓発の役割はますま
す重要になってきます。
そのため本市に住み、働
き、学ぶすべての人に地
道な人権啓発を続けてい
くことにより、差別を許
さない力を市民みんなが
つけるよう、さらなる人
権意識の高揚に努めま
す。

人権課
平和関係
事業

非核三原則を遵守し、人類普遍
の願いである恒久平和を実現す
るため、さまざまな事業を通じ
て市民が平和の尊さについて、
認識を深められるよう努めま
す。

原爆パネル展
等の開催箇所
数

　原爆の悲惨さ、平和の
尊さを広く訴えていくた
めに、原爆パネル展等の
開催箇所を充実していき
ます。

20会場 20会場

　本庁、各総合支所で２
箇所づつ、原爆パネル展
を開催しましたが、今
後、あらゆる機会を捉え
て、開催箇所を増やし、
原爆の悲惨さ、平和の尊
さを広く訴えていきま
す。

4

　平成２７年度は、津
リージョンプラザで、
「平和を考える市民のつ
どい」を開催し、市民が
戦争の悲惨さと、平和の
尊さについて考える機会
として、「ＮＡＧＳＡＫ
Ｉ　１９４５　アンゼラ
スの鐘」「一枚のハガ
キ」の２本の映画を上映
するとともに、戦後７０
年という節目の年である
ことから、市民から寄せ
られた平和の折り鶴４万
５千羽の展示及びサダコ
と折り鶴ポスター展を開
催しました。これらの事
業により、幅広い年齢層
の市民に向けて平和の重
要性について意識の高揚
を図ることができ、ま
た、原爆パネル展を市内
各施設で開催することで
原爆の悲惨さを訴えるこ
とができました。

現状維持

　恒久平和の実現に向
け、戦争の悲惨さ、平和
の尊さについて市民意識
の高揚に、一定の進歩が
有ったと思われますが、
さらなる平和への市民意
識の高揚には、今後とも
地道に平和事業を実施、
また市民と共催すること
により推進していきた
い。
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男女共同参
画室

男女共同
参画推進
事業

　男女共同参画社会の実現に向
けて、第２次津市男女共同参画
基本計画（平成２５年度～２９
年度）を策定しました。社会情
勢の変化や市民意識の現状を把
握し、男女共同参画の推進に努
めるとともに、市民と協働した
フォーラムの開催及び情報紙の
発行、さらに県内男女共同参画
連携映画祭への参加など市民に
広く男女共同参画意識が根付く
よう啓発活動を行います。

　市民の「男
女共同参画社
会」の認知度

　男女共同参画を推進し
ていくためには、各事業
を継続的に実施し、意識
啓発していくことが重要
であり、第２次津市男女
共同参画基本計画に掲げ
た平成29年度数値目標と
して、市民の「男女共同
参画社会」の認知度を
80％以上とすることを指
標としました。

　意識の高揚を図り
ます。（認知度）

　第2次基本計画の施策
に基づき、審議会から評
価及び意見を受け「平成
26年度施策進捗状況に対
する評価と意見」を作成
し市民に公表しました。
　継続的な啓発や浸透が
必要とされることから、
関係機関とも連携しなが
ら課題解決に向けて取組
んでいきます。

3

　男女共同参画社会の実
現に向けて、「第2次津
市男女共同参画基本計画
（平成２５年度～平成29
年度）」の各施策の進捗
状況を把握し、男女共同
参画の推進に努めるとと
もに、公募市民と協議し
たフォーラムの開催及び
情報紙「つばさ」の発
行、さらに県内男女共同
参画連携映画祭にも参加
するなど、男女共同参画
意識の啓発活動に努めま
した。

現状維持

　第2次津市男女基本計
画の基本目標である「男
女共同参画社会の実現」
に向けて、施策の進捗状
況を把握し、男女共同参
画の推進に努めるととも
に、公募市民と協働した
フォーラムの開催及び情
報紙の発行、さらに県内
男女共同参画連携映画祭
にも参加等し啓発活動を
実施しました。今後も、
第2次基本計画の各施策
の進捗状況を把握し、継
続して各種事業を実施す
るとともに、次期基本計
画の策定にあたり、男女
共同参画に対する市民及
び企業への意識調査を実
施した上で、その調査結
果とともに、国・県の基
本計画等の意向を反映さ
せ、平成29年度にかけて
計画策定に取組んでいき
ます。

地域調整室
隣保館運
営事業

　周辺地域を含めた地域社会全
体の中で、福祉の向上や人権啓
発の住民交流の拠点となる開か
れたコミュニティーセンターと
して、生活上の各種相談事業や
人権課題の解決のための各種事
業を総合的に行うことを目的
に、適切な管理運営を行いま
す。

隣保館利用者
数

　隣保館で行う講座、相
談事業、研修会等を通し
て、人権課題の解決を図
ります。

66,500
人

66,035
人

　改修工事が終了したこ
となどにより、例年並み
の利用者数となりまし
た。

3

　市民の健全な文化生活
を育成し、社会福祉の増
進を図るため、人権課題
の解決に向けた講座を開
設するなど、地域社会全
体の中で福祉の拠点施設
となる開かれたコミュニ
ティーセンターとしての
機能を発揮するべく、相
談事業、啓発・広報事
業、地域交流促進事業等
の各種事業の推進に努め
ました。
　まだまだ残る人権課題
に対し、今後も各種相談
業務や啓発活動を推進し
ていく必要があります。

現状維持

　残された地域課題の解
決を図るために、隣保館
事業の果たす役割は大き
なものがあります。当室
としては各館の事業を一
層充実・強化するととも
に、社会情勢の変化、住
民ニーズを的確にとら
え、事業計画に反映して
いかなければなりませ
ん。
　今後においても館の拠
点性を維持・発展させる
ために、施設の老朽化へ
の対応などをさらに進
め、利便性の向上に努め
ながら、各種人権課題に
対応していきたいと考え
ます。
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地域調整室
地方改善
対策事業

　地域課題については、法失効
以前に取り組んだ特別対策事業
等により住環境の整備などにお
いて一定の成果をみることはで
きたものの、法失効後もなお残
された課題については関係団
体、関係機関等との連絡調整を
図りながら、引き続き課題解決
に努めます。

施設維持管理

　各施設の維持管理を行
い、関係団体と調整を図
りながら、事業を実施し
ていきます。

　地域の活動拠点と
なる、会館・集会所
等の維持管理を行う
ことにより、地域課
題の解決に向けて取
り組みます。

　各施設について、所定
の保守点検を行い、維持
管理に努めた。
　共同浴場さくらゆにつ
いては、一部業務委託に
より、施設設置目的に
沿った運営が行えまし
た。

3

　 残された地域課題の解
決に向けて、関係団体等
と連絡調整を図りながら
事業を実施しました。
　会館、集会所等につい
ては、所定の点検・保守
を行いましたが、計画的
な施設改修が必要となっ
ています。また、昨年に
引き続き、相生会館に、
津波避難用外付階段を設
置し、防災対策を実施し
ました。共同浴場につい
ては、運営の一部業務委
託を行う中で、施設の設
置目的である地域住民の
健康と福祉増進を図るこ
とができました。

現状維持

　会館・集会所等につい
ては、残された地域課題
を解決するため、今後も
引き続き関係団体等と連
絡調整を図りながら事業
を実施していくことが必
要です。
　共同浴場については、
地域に根差した施設とし
て、適正な維持管理に努
めながら、住民の利用を
促進していくことが必要
です。

地域調整室
福祉資金
事務事業

　福祉資金貸付事業は、対象地
域住民の経済的自立と福祉の向
上を図るため、貸付事業として
実施されてきましたが、法失効
により廃止され、現在は過年度
分にかかる収納業務を行ってい
ます。
　当該貸付事業の未償還額にか
かる徴収は電話催告、督促状の
送付、訪問指導、夜間徴収など
により行っており、未集金の収
納率向上に努めています。

福祉資金貸付
金回収率

　健全な財政運営に資す
るため、収納率の向上に
取り組み歳入確保を図り
ます。

3.80% 2.73%

　納付完納もありました
が、Ｈ２７年度の新たな
納付者の納付金額が減少
し、前年比としては、
0.15%の減となりまし
た。

2

　限られた体制下、他の
事務・事業をこなしなが
らの取り組みであり、一
概に催告や相談、訪問の
回数を増やすことはなか
なか困難な状況ではあり
ますが、引き続き個別指
導等を誠心誠意行うこと
で、少しでも収納率向上
につながるよう取り組み
ます。

拡充・充
実

　すでに制度は廃止さ
れ、過年度分の収納業務
を行っておりますが、対
象者が高齢化等により返
済能力が乏しいことや、
限られた人員・体制下・
調査権の中で業務遂行に
苦慮しております。総合
支所管内とも連携を深め
ながら、収納率向上に向
けて創意工夫しながら取
り組みます。

アストプラ
ザ

アストプ
ラザ管理
運営事業

  津駅前という立地条件と土日
祝日（午前8時30分から午後5
時まで）、平日（午前8時30分
から午後8時まで）の年間３６
０日の開所により、住民登録、
印鑑登録に関する届出の受付及
び証明書の交付や市税等の収納
などの行政サービス窓口業務を
行うことにより、市民の利便性
の向上を図ります。
　また、アスト津ビルの同階
（４・５階）にある橋北公民館
と連携を図りながらコミュニ
ティ施設の貸館（午前9時00分
から午後10時まで）を行い、市
民等の交流の拠点となるよう市
民団体への貸館などの支援をし
たりして、地域の振興に貢献し
ていきます。

窓口業務の適
切な対応とコ
ミュニティ施
設の利用率

　市民サービスの窓口施
設における住民票等の証
明書の交付などの業務に
ついては、市民のニーズ
が高い業務であることか
ら、市民に満足していた
だけるサービスが提供で
きるように努めることを
指標とします。
　また、コミュニティ施
設については、駅前とい
う立地条件の良さなどを
活かし、利便性の高い施
設を目指すとともに、利
用率の向上に努めるここ
とし、需要が多い会議室
の利用率の２％増を目標
とします。
H27年間利用率 会議室
９０％(各部屋の平均)

89.0% 90.0%

　平成２７年度の市全体
の住民票・印鑑証明書の
発行件数は　２４５，６
２４件、アストプラザに
おける件数は２９，２８
５件で、全体に占める割
合は１１．９％となり、
収納件数については、
１，６３８件と前年比１
１３．３％となり利用が
伸びています。

4

　市全体に占めるアスト
プラザにおける住民票等
の証明書の交付割合は、
前年度並みですが、津駅
前という立地条件の良さ
と土日・祝日や平日の夜
間に各種証明書の交付等
の業務を行っているとい
う利便性は、市民にとっ
て好評であり、コミュニ
テイ施設の利用も増えた
ことから、、市民のニー
ズに応えているものと考
えます。
　また、市税等の収納件
数も順調に増加してお
り、土日・祝日や平日の
夜間に開所している利便
性が市民に浸透してきた
のではないかと思いま
す。

現状維持

　今後も、休日や夜間に
各種証明書の交付等の窓
口業務の増加が予想さ
れ、市民の利便性の向上
や待たせることがないス
ムーズな対応が求められ
ていることから、職員の
勤務体制を、窓口の混雑
が予想されるときにより
重点的に配置したり、業
務・接遇研修を行うなど
して、質の高い行政サー
ビスを目指していきま
す。
　また、当該施設が開館
して10年以上が経過し、
施設の老朽化が進んでき
ていることから、計画的
な修繕・改修に取り組
み、地域のコミュニティ
施設としての機能の充実
に努めます。
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